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  わが国の野菜生産は、高度経済成長以降急速な拡大をみせるが、その産地形成

に当たって農業協同組合（以下農協という）が組織する作目別の生産者組織、農

協生産部会の役割の重要性が従来から注目されてきた。しかしながら、従来の研

究においては、野菜生産に関わる生産組織ないしは野菜流通における出荷組織の

問題として付随的に諭じられており、農協による産地形成や販売戦略との関連で

生産部会論として積極的にその機能を論じた研究は存在していない。

  本論文は、生産・流通構造が大きく変容しっっある1990年以降の時期を対

象に、3っの典型的な農協の生産部会の機能変化を動態的に把握し、比較分析か

らその発展論理を明らかにしている。その場合、今日の野菜産地の特徴を、旧来

の産地の統合による大規模化におき、その現象が最も鮮明に現れている遠隔野菜

産地を対象として、農協合併や販売事業提携のケースを対象としている。したが

って、その内容は産地統合に対応した農協生産部会の統一過程に現れる機能調整

であり、その到達度を比較することで課題への接近をはかっている。

  序章では以上の問題意識と課題の設定を行うとともに、従来の研究史の整理を

行っている。

  第1章では、生産部会が農協の下部組織として位置づけられ、その体制を確立

する過程を、農協事業展開との関連において整理している。生産部会が総合農協

のもとで本格的な展開を示すのは1970年代以降であり、農協の営農指導事業と販

売事業の展開に規定されて形成・発展してきたことを明らかにしている。

  第2章では、生産部会活動の到達点とその再編の背景を明らかにしている。こ

こでは、北海道の農協を対象としたァンケート調査をもとに、大部分の農協にお

いて作目別に生産部会が多数組織され、生産技術習得に関する機能を有している
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ことを確認し、市場対応に関わる機能は生産・出荷量が零細な産地ほど不備であ

ることを示している。また、生産部会再編の背景として、第1に生産段階におけ

る集荷場・選果場の整備が進行し、集出荷単位が拡大していること、第2には市

場ニーズヘの対応のために産地口ットの拡大と定期・定量・均質の出荷が要請さ

れていること、第3に農協の組織・事業のうえで、合併に対応した営農指導・販

売体制の再編が必至となっていることが指摘されている。そのため、産地規模の

拡大が必然化していることを明らかにしている。

  第3章は北海道深川市内5農協を対象としており、水田転作対応による新興産

地の事例である。各農協の野菜生産は零細、多様であり、農協間の販売事業協同

により出荷ロットを拡大して産地規模をはかるタイプである。そのため、銘柄統

一は比較的容易であり、集出荷施設の統合により早期に共選・共計体制を確立し

生産部会統一を行っている。また、営農指導員をも集約している。組織統合を先

行させ、そのもとで営農指導事業を充実させていくことが可能な段階と位置づけ

られている。

  第4章は北海道とうや湖農協を対象としており、1987年の広域合併により形成

された多品目型産地の事例である。旧農協毎の独自な産地振興を作目別販売事業

部制によって継承し、それを拠点に広域的・専門的牧営農指導・販売事業を行つ

ている。野菜生産部会に関しても、畑作青果部のもとで地区部会の新設や組織整

備を行い、旧農協の単位を超えた生産拡大に寄与している。しかし、銘柄統一に

関しては集出荷施設投資などの課題があり、多品目のために営農指導員の不足が

現れている。旧拠点産地を基礎に産地拡大を図るタイプであり、多品目産地とし

ての問題も抱えている。

  第5章は熊本県鹿本農協を対象としており、広域合併によって形成された単品

型産地の事例である。日本でも有数の植木スイカの銘柄が存在するなかで、合併

を契機として管内生産者の技術水準の高位平準化と農協による営農指導技術の統

一をはかり、集出荷場と選果場を整備し共選体制を確立している。その結果、生

産部会の統一を実現している。産地として成熟した段階における産地統合の事例

で あ り 、 生 産 部 会 の 今 日 的 あ り 方 の 到 達 水 準 を 示 して いる 。

  終章では、以上の3事例の分析を踏まえ、産地の成熟度とその規模の拡大過程

に現れる生産部会の発展論理を明らかにし、あわせて部会再編の条件にっいて整
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理を行っている。1990年代の野菜市場は不足局面に移行したといわれているが、

産地にとっての市場評価を高める課題に変化はなく、産地間競争も存在している。

産地の市場対応は、ロットの拡大と規格品の定期的出荷体制が原則であり、生産

部会の機能もそれに対応している。その条件は、第一には産地規模拡大による生

産部会の再編、統合であり、第二にはそのもとでの農産物の質の統一であり、第

三にはそれをパックアップする農協の営農指導・販売事業の専門性である。

  以上の生産部会の展開条件からみると、3っの事例は産地の成熟度に規定され

た段階差を示しているのであり、産地条件に即した農協の営農指導・販売の充実

が 生 産 部 会 機 能 の 充 実 の 鍵 を な す こ と が 明 ら か に さ れ て い る 。
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遠隔野菜産地における農協生産部会の発展論理

  本論文は、序章、終章を合わせ7章からなる総頁数213ページの和文論文である。

図66、表59、和文121の引用・参考文献を合み、他に参考論文5編が添えられてい

る。

  わが国の野菜生産は、高度経済成長以降急速な拡大をみせるが、その産地形成

に当たって農業協同組合（以下農協という）が組織する作目別の生産者組織、農

協生産部会の役割の重要性が従来から注目されてきた。しかしながら、従来の研

究においてtま、野菜生産に関わる生産組織ないしは野菜流通における出荷組織の

問題として付随的に論じられており、農協による産地形成や販売戦略との関連で

生 産部会論として積極的にその機能を論じた研究は存在していない。

  本論文は、生産・流通構造が大きく変容しっっある1990年以降の時期を対

象に、3っの典型的ナよ農協の生産部会の機能変化を動態的に把握し、比較分析か

らその発展論理を明らかにしている。その場合、今日の野菜産地の特徴は、旧来

の産地の統合による大規模化にあるとされ、その現象が最も鮮明に現れている遠

隔野菜産地を対象として、農協合併や販売事業提携のケースを対象としている。

したがって、その内容は産地統合に対応した農協生産部会の統一過程に現れる機

能調整であり、その到達度を比較することで課題への接近がはかられている。

  章別編成とその内容は以下のように要約される。

  第1、2章は事例分析の前提に当てられており、第1章においては戦後の農協

の事業展開との関わりで野菜に関する部会組織の形成過程が、第2章においては

現状の生産部会の組織、事業内容が考察され、生産部会が農協の営農指導、販売

体制の強化と不可分の関係にあることが示されている。

  第3、4、5章は、事例分析に当てられている,j、その序列は野菜産地として

の成熱度に対応している。第3章は北海道深川市内5農協を対象としており、水
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田転作対応による新興産地の事例である。各農協の野菜生産は零細、多様であり、

農協間の販売事業協同により出荷ロットを拡大して産地規模をはかるタイプであ

り、銘柄統一は比較的容易であり、集出荷施設の統合により生産部会統一を行つ

ている。組織統合を先行させ、そのもとで営農指導事業を充実させていくことが

可能ナょ段階と位置づけられている。第4章は北海道とうや湖農協を対象としてお

り、広域合併により形成された多品目型産地の事例である。旧農協毎の独自ナょ産

地振興を作目別販売事業部制によって継承し、それを拠点に広域的・専門的な営

農指導・販売事業を行っている。野菜生産部会に関しても、畑作青果部のもとで

地区部会の新設や組織整備を行い、旧農協の単位を超えた生産拡大に寄与してい

る。しかし、銘柄統一に関しては集出荷施設投資などの課題があり、途上にある。

旧拠点産地を基礎に産地拡大を図るタイプであり、多品目産地としての問題も抱

えている。第5章は熊本県鹿本農協を対象としており、広域合併によって形成さ

れた単品型産地の事例である。日本でも有数の植木スイカの銘柄が存在するナょか

で、合併を契機として管内生産者の技術水準の高位平準化と農協による営農指導

技術の統一をはかり、集出荷場と選果場を整備し共選体制を確立する。その結果、

生産部会の統一を実現している。産地として成熟した段階における産地統合の事

例 で あ り 、 生 産 部 会 の 今 日 的 あ り 方 の 到 達 水準 を 示 し て い る 。

  終章では、以上の3事例の分析を踏まえ、産地の成熟度とその規模の拡大過程

に現れる生産部会の発展論理を明らかにし、あわせて部会再編の条件にっいて整

理を行っている。ここでは、今日の生産部会の発展は既存産地の統合・充実と不

可分であり、既存生産部会の統一過程として把握されるが、それは事例に示した

ように段階差を有しており、農協の営農・販売諸事業の展開に対応するものとし

ている。

  以上のように、本研究は詳細な事例研究をもとに、現段階における生産部会の

発展過程を段階論的に整理したものであり、多くの新知見を得ている。この結果

は学術的に高く評価されると共に、農協の健全ナょ発展に寄与するものである。よ

って審査員一同は、最終試験の結果と合わせて、本論文の提出者板橋衛は博士（

農 学 ） の 学 位 を 受 ける の に 十 分 ナ ょ 資 格 があ るも のと認 定し た。
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